
































































































































































授業科目 必 選 授業科目 必 選 授業科目 必 選
商 業 概 論 4 倉 庫 論 4 税 務 会 計 4
配給論（市場論） 4 国 際 金 融 論 4 監 査 論 4
貿 易 論 4 日 本 商 業 史 4 経 営 分 析 4
一 般 商 業 史 4 中 小 企 業 論 4 会 社 会 計 4
経 済 政 策 4 市 場 調 査 4 統 計 学 総 論 4
経 営 学 総 論 4 協 同 組 合 論 4 財 政 学 総 論 4
簿 記 原 理 4 商 業 立 地 論 4 国 際 経 済 論 4
会 計 学 原 理 4 企 業 形 態 論 4 民 法 Ⅰ 4
原 価 計 算 4 経 営 財 務 論 4 憲 法 4
経 済 原 論 4 経 営 労 務 論 4 民 法 Ⅱ 4











































商学概論 4 ◎ 4 ◎ 簿記原理 4 ○ 4 ○
簿記 4 ◎ 4 ◎ 配給論 4 ○ 4 ○
一般商業史 4 ◎ 4 ◎ 経営学総論 4 ○ 4 ○
商業数学 4 ◎ 4 ◎ 経済原論 4 ○ 4 ○
民法Ⅰ 4 ◎ 4 ◎ 日本商業史 4 △ 4 △
商品学（流通） 4 △ 4 △
統計学総論 4 △ 4 △
選択必修科目は2科目以上履修すること（但し商業
高校卒業者以外は必ず簿記を選択する事）
商法Ⅰ 4 ○ 4 ○
民法Ⅱ 4 △ 4 △
憲法 4 △ 4 △
プロ・ゼミナール 2 △ 2 △
商学部商業学科専門科目一覧表（昭和40年―開設時）
商 品 学 4 広 告 論 4 商 法 Ⅱ 4
金 融 論 4 商 業 数 学 4 国 際 法 2
交 通 論 4 簿 記 4 プロゼミナール 2
商 品 化 学 検 査 4 商 業 英 語 2 ゼ ミ ナ ー ル 8
証 券 市 場 論 4 銀 行 簿 記 4 商業実務及珠算 4
商 業 経 済 論 4 商 業 経 営 論 4 時 事 英 語 2
保 険 論 4 会 計 監 査 論 4 特別外国書講読 4



















財務諸表論 4 ○ 4 ○ 会計監査 4 △ 4 ◎
原価計算 4 △ 4 ○ 税務会計 4 △ 4 ◎
金融論 4 ◎ 4 ◎ 会社会計 4 △ 4 ◎
商法Ⅱ 4 ◎ 4 ◎ 税法 4 △ 4
銀行簿記 4 △ 4 ◎ 経営分析 4 ◎ 4 ◎
工業簿記 4 △ 4 ◎ 保険論 4 ◎ 4 △
交通論 4 ◎ 4 △ 中小企業論 4 ◎ 4 △
貿易論 4 ◎ 4 △ 市場調査論 4 △ 4 △
商品学（化学） 4 △ 4 △ 国際金融論 4 △ 4 △
マーケティング論 4 ○ 4 △ 倉庫論 4 △ 4 △
経営財務論 4 △ 4 ◎ 国際経済論 4 △ 4 △
経営労務論 4 △ 4 △ 景気変動論 4 △ 4 △
財政学総論 4 △ 4 △ 協同組合論 4 △ 4 △
証券市場論 4 ◎ 4 △ 商業立地論 4 △ 4 △
貿易手続論 4 △ 4 △ 広告論 4 ◎ 4 △
商業政策論 4 ◎ 4 ◎ 予算統制論 4 △ 4 △
企業形態論 4 ◎ 4 ◎ 国際法 4 △ 4 △
経営統計学 4 △ 4 △ 産業技術論 2 △ 2 △
国民所得論 4 △ 4 △ 時事英語 2 △ 2 △
英文簿記 4 △ 4 △ 特別外書購読 4 △ 4 △
外国書講読 4 ◎ 4 ◎ ゼミナール 4 △ 4 △
商業実務及び珠算 4 △ 4 △
ゼミナール 4 △ 4 △






年次 必修科目 単位 選択科目 単位
1
一般商業史 4 簿記 4
商学総論 4 商業数学 4
民法Ⅰ 4
2
簿記原理 4 商品学Ⅰ 4
経営学総論 4 日本商業史 4
経済原論 4 統計学総論 4
商業経済論 4 憲法 4




財務諸表論 4 配給論 4
金融論 4 貿易論 4
マーケティング論 4 交通論 4
商法Ⅱ 4 証券市場論 4











市場調査 4 海上保険論 4




















年次 必修科目 単位 選択科目 単位
1
簿記Ⅰ 4 商学総論 4
簿記Ⅱ 4 商業数学 4




簿記原理 4 工業簿記 4
経済原論 4 商業史 4
統計学総論 4 商業経済論 4
商法Ⅰ 4 憲法 4




財務諸表論 4 銀行簿記 4
原価計算論 4 機械会計論 4
金融論 4 貿易論 4
商法Ⅱ 4 証券市場論 4







監査論 4 税務会計 4






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































27（2015）年を目指して進められている ASEAN の「経済統合との関係」と「ASEAN の中の地域間格差」とい
う視点で深化させるものであり，制度論やマクロ経済の視点だけではなく，中小企業の視点から経済統合後の市
場の変化とそれへの対応を求められる製造，流通，物流という日常的な企業活動（サプライチェーン）の視点か
ら把握を行い，展望するものである。この研究はこうした中小企業固有の視点で実際の価値連鎖の分析をしてい
るために，メコン諸国の中小企業研究の拠点となり，わが国とメコン諸国との架け橋となる。
こうした「知」の発信は商学部が目指す実学としての商学の価値を一層高める基盤となりうるものであろう。
私たち商学部は新たなる学士課程教育のビジョンに沿って，教養教育と専門教育の有機的連携を図ろうとして
いる。さらには，実学としての商学の価値を高めるために，アクティブラーニングを教育に取り入れ，実践的な
能力の開発に砕身している。アクティブラーニングは学生が主体となって，受け身ではない学びを実現する手段
である。これまで，学生たちは小学校から始まる勉学を通じて知の集積を図ってきた。しかしながら，これを充
分に使いこなしてはいない。知は知として学生の潜在能力の中に埋もれたままである。商学部ではアクティブ
ラーニングを通じて，この知を顕在化させ，使える知にする教育を実践している。この試みは社会に即戦力とな
る人材の涵養を目指している。
こうした実践を念頭においた「知」の教育は商学部が守備範囲とするところであり，商学の実践をより高める
基盤となりうるものであろう。
商学部の50年を振り返ったとき，創立以来商学部に携わった多くの人々の教育への熱意，進取の精神，絶え間
ない努力が今の商学部を作り上げてきたことがわかる。本50年史はわが商学部の軌跡であるとともに，将来への
道標でもある。この50年間の積み重ねを基礎にさらなる飛躍を期したい。
 （文責：建部宏明，川野訓志）
